
入札説明書 

 

独立行政法人国立病院機構やまと精神医療センターの簡易陰圧装置 ８式調達契約に関わる

入札公告（令和６年１２月３日付）に基づく入札等については、独立行政法人国立病院機構

会計規程等に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

Ｉ 入札及び契約に関する事項 

 

 １ 経理責任者名等 

    独立行政法人国立病院機構やまと精神医療センター   院長 井上 眞 

 

 ２ 調達内容 

  (1) 調達件名及び数量 

      簡易陰圧装置 調達 ８式 

  (2) 調達役務の特質等 

      「仕様書」のとおり。 

  (3) 履行期間    契約締結日から令和７年３月３１日まで 

  (4) 履行場所    独立行政法人国立病院機構やまと精神医療センター 

  (5) 入札方法 

   ① 入札者は、調達役務の本体価格のほか、役務提供に要する一切の諸経費を含めた

契約金額を見積もるものとする。 

   ② 交渉予定者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセ

ントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、その端

数金額を切り捨てた金額とする。）をもって交渉価格とするので、入札者は、消費

税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額

の１１０分の１００に相当する金額を記載した入札書を提出しなければならない。 

  (6) 入札保証金及び契約保証金  免除 

 

 ３ 競争参加資格 

(1) 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細則（以下「契約細則」という。）第５条

   の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって

   も、契約締結のために必要な同意を得ているものは、同条中、特別の理由がある場合

   に該当する。 

    (2) 契約細則第６条の規定に該当しない者であること。 

  【参考】 

   第５条 

    経理責任者は、特別な理由がある場合を除き、次の各号のいずれかに該当する者を

   一般競争に参加させることができない。 

   一 契約を締結する能力を有しない者 

   二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

   三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３ 

    ２条第１項各号に掲げる者 

   第６条 

    経理責任者は、次の各号のいずれかに該当すると認められる者をその事実があった

   後一定期間一般競争に参加させないことができる。これを代理人、支配人その他の使

   用人として使用する者についても、同様とする。 

   一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の

    品質若しくは数量に関して不正の行為をした者 

   二 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を得る

    ための連合をした者 



   三 交渉権者が契約を結ぶこと又は契約者が履行することを妨げた者 

   四 監督又は検査の実施に当たり職員及び経理責任者が委託した者の職務の執行を妨

    げた者 

   五 正当な理由なく契約を履行しなかった者 

   六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故

    意に虚偽の事実に基づき過大な額で行った者 

   七 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に

    当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

   八 前各号に類する行為を行った者 

  (3) 次の事項に該当する者は、競争に参加させないことがある。 

   ① 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載した者 

   ② 経営の状況又は信用度が極度に悪化している者 

  (4) 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格令和 4・5・6年度）「物品の販売」、及 

び「役務の提供等」のＡ、Ｂ、Ｃ及びＤの等級に格付けされ、近畿地区の競争資格 

を有するものであること。 

 競争参加資格審査に関する問い合わせ先は、次のとおり。 

     〒639-1042 

     奈良県大和郡山市小泉町２８１５ 

     独立行政法人国立病院機構やまと精神医療センター 企画課業務班 業務班長  

                     電話 0743-52-3081 内線 370 

  (5) 業務の履行に十分な実施体制であること。 

(6) 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任者が定める資格を有する者であること。 

 

 ４ 入札書の提出場所等 

(1) 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

       〒639-1042 

     奈良県大和郡山市小泉町２８１５番地 

     独立行政法人国立病院機構やまと精神医療センター 企画課業務班 業務班長  

                     電話 0743-52-3081 内線 370 

(2) 入札書等の受領期限  令和６年１２月１８日（水） １７時００分 

   （郵送する場合は書留郵便に限る。受領期限までに必着のこと） 

(3) 入札書等の提出方法 

① 入札書は別紙の様式にて作成し、直接に提出する場合は封筒に入れ封印し、か

つ、その封皮に氏名（法人の場合はその名称又は商号）、及び「全自動錠剤分包機

調達一式の入札書在中」と朱書しなければならない（別紙２参照）。 

② 郵便(書留郵便に限る)により提出する場合は二重封筒とし、表封筒に「全自動錠

剤分包機調達一式の入札書在中」の旨朱書し、中封筒の封皮には直接に提出する場

合と同様に氏名等を朱書し、上記４(1) 宛に入札書の受領期限までに送付しなけれ

ばならない。なお、電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めな

い。 

③ 入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができな

い。 

④ 入札者は、入札書と併せて調達件名に関する応札仕様書も提出すること。 

(4) 入札の無効 

   ① 本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者

    に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書及び応札のための関係書類

    は無効とする。 

   ② 国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（昭和５５年政令第３０

０号）第８条第３項の規定に基づき入札書を受領した場合で、当該資格審査が契約

予定者決定日までに終了しない時又は資格を有すると認められなかった時は、当該



入札書は無効とする。 

(5) 入札の延期等 

 入札者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正に執

行することができない状態にあると認められるときは、当該入札を延期し、又はこ

れを取り止めることがある。 

(6) 開札日時    令和６年１２月１９日（木） １０時００分  

            独立行政法人国立病院機構やまと精神医療センター 会議室 

 

 ５ その他 

  (1) 契約手続に使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨 

  (2) 入札者に要求される事項 

    この競争に参加を希望する者は、封印した入札書及び関係書類を、本入札説明書３

の競争参加資格を有することを証明する書類とともに、本入札説明書４(2) の入札書

の受領期限までに提出しなければならない。また、契約予定者内定日の前日までの間

において、当院担当者から当該書類に関し説明を求められた場合には、これに応じな

ければならない。 

  (3) 競争参加資格の確認及び応札のための書類 

   ① 競争参加資格の確認及び応札のための書類は別紙２により作成する。 

   ② 資料等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

   ③ 当院は、提出された書類を競争参加資格の確認等の実施以外に提出者に無断で使

用することはない。 

   ④ 一旦受領した書類は返却しない。 

   ⑤ 一旦受領した書類の差し替え及び再提出は認めない。 

  (4) 落札者の決定方法 

 最低価格入札後の交渉成立者とする。 

   ① 本入札説明書４(3) に従い書類・資料を添付して入札書を提出した入札者であっ

て、本入札説明書３の競争参加資格をすべて満たし、当該入札者の入札価格が国立

病院機構契約事務取扱細則第２１条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の

範囲内であり、かつ、最低価格をもって有効な入札を行った者を交渉者とする。 

   ② 交渉者となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引かせ、

    交渉者を決定するものとする。また入札者又はその代理人が直接くじを引くことが

    出来ないときは、入札執行事務に関係ない職員がくじを引き交渉者を決定するもの

    とする。 

   (5)契約書の作成 

   ① 競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を取り交わ

    すものとする。 

      ② 契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、そ

    の者が契約書の案に記名押印し、更に経理責任者等が当該契約書の案の送付を受け

    てこれに記名押印するものとする。 

      ③ 上記②の場合において経理責任者等が記名押印したときは、当該契約書の１通を

    契約の相手方に送付するものとする。 

   ④ 経理責任者等が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確

    定しないものとする。 

   (6)支払条件 

         支払方法等の詳細については別途契約書において定めるものとする。 

    (7)その他詳細不明の点についての問い合わせ先  ４(1) に同じ。 

  (8)契約内容の公表  

      契約を締結した場合には、契約の相手方等について、契約細則第２６条の２の規定

   に基づき、当院のホームページにおいて公表する。 

  【参考】第２６条の２ 国立病院機構の支出原因となる契約であって、予定価格が１０



      ０万円（賃借料又は物件の借り入れの場合は８０万円）を超える契約（第１７

      条の２第２号の規定により契約した場合を除く。）を締結した場合には、契約

      締結の日の翌日から起算して７２日以内に次に掲げる事項をホームページにお

      いて公表しなければならない。 

      一 工事（工事に係る調査及び設計業務等を含む。）の名称、場所、期間及 

       び種別又は物品等若しくは役務の名称及び数量 

            二 経理責任者の氏名、名称及び所在地 

            三 契約を締結した日 

            四 契約の相手方の氏名及び住所 

            五 一般競争入札又は指名競争入札及び公募型企画競争等の別によった場合 

       は、その旨（随意契約を行った場合を除く。） 

            六 予定価格（公表したとしても、他の契約の予定価格を類推されるおそれ 

       がないと認められるもの又は国立病院機構の事務若しくは事業に支障が  

      生じるおそれがないと認められるものに限る。） 

            七 契約金額 

      八 落札率（契約金額を予定価格で除したものに百を乗じて得た率（小数点 

       第二位を四捨五入する。））（予定価格を公表しない場合を除く。） 

            九 随意契約によることとした理由（随意契約を行った場合に限る。）及び 

       会計規程等の根拠条文 

            十 厚生労働省が所管する公益法人と随意契約を締結する場合に、当該法人 

       に国立病院機構の常勤役職員であったものが役員として契約を締結した  

      日に在職していれば、その人数 

            十一 その他必要な項目 

       

      ２ 前項の規定による公表は、契約を締結した日の翌日から起算して１年が 

      経過する日まで行うものとする。 

  (9)２ヵ年連続して一者応札・応募となった案件の公表について  

     ２ヵ年連続して一者応札・応募となった案件については、「「独立行政法人の  

    契約状況の点検見直しについて」における改善状況のフォローアップについて」 

    （平成 24年 9月 7日総務省行政管理局長事務連絡）において、一件ごとに契約の

    概要や、一者応札・応募の改善に向けた取り組み内容を記載した個表を作成し、国

    立病院機構本部のホームページで公表することがルールとなりました。この個表 

は、一者応札となった場合には、契約業者名も含めて公表されることとなります。 

予め御了承の上、ご理解いただきますようお願いいたします。 

 

Ⅱ 仕様及び応札に関する事項  

 １ 調達役務の仕様 

調達役務の仕様は、別冊仕様書に示すとおりとする。但し、契約締結時までの間に、

契約範囲等仕様書を変更することがあり得る。 

    仕様書に関する書類等に関する問い合わせ、照会先は次のとおり。 

     〒639-1042 

     奈良県大和郡山市小泉町２８１５ 

     独立行政法人国立病院機構やまと精神医療センター 企画課業務班 業務班長  

                     電話 0743-52-3081 内線 370 

 

 

 ２ 調達役務の検査等 

役務提供検査終了後、当該役務において、契約予定者が提出した応札に関する書類に

ついて虚偽の記載があることが判明した場合には、契約予定者に対し損害賠償等を求



める場合がある。 

 


